
社会保障審議会介護給付費分科会 ( 第 2 2 回 ) 議事次第 

平成 1 7 年 3 月 1 8 日 ( 金 ) 

午前 1 0 時から 1 2 時まで 

於 : 東京官 舘 ゴールドルーム 
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Ⅰ 社保 番一介護給付費分科会 l   
第 22  回 (H17.3.18)  資 W  l 

介護制度改革関連法案の 概要 

厚生労働省老健 局 



介護保険法 等 の一部を改正する 法律案 ( 概要 ) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

魅
虹
 

 
 

 
 

Ⅰ
，
，
 

の
甲
 

条
障
 

 
 
保
の
 

講
会
 

分
社
 

（ 1 改正の概要   

Ⅰ 予防重視型システムへの 転換 

Ⅲ新子 訪結付 の創設 
要介護状態等の 軽減、 悪化防止に効果的な、 軽度 

  軽度者 ( 要支援・ 

者を対象とする 新たな予防給付を 創設 
要介護 1 ) の大幅な 

マネジメントは「地域包括支援センター」等が 実施 
増加 

[2) 地域 支牡 事業の旬試   軽度者に対する 
要支援・要介護になるおそれのあ る高齢者を対象 サーヒ スが、 状態の 
とした効果的な 介護予防事業を、 介護保険制度に 改善につながって い 
新たに位置付け な い 

    

土
 
2 施設給付の見直し 
  

山居住 丑 ・ 宜 丑の見直し 
介護保険 3 施設 0 コート方イ を 含む ) 等の居住 費 ・ 
食費について、 保険給付の対象覚に。 
(2) 億所得 吉に 対する配慮 
低所得者の施設利用が 困難にならないよう、 負担 
軽減を図る観点から 新たな補足的給付を 創設 

  在宅と施設の 利用 

者負担のな平性 
  介護保険と年金 給 
付の重複の是正 

 
 

・
ケ
ア
付
き
居
住
施
設
の
 
充
実
 

ル
ア
 

・
有
料
老
人
ホ
ー
ム
の
 
見
直
し
 

ナ
 
4
7
 
3
 

Ⅰ
 
2
 （
 

く
 

 
 

3
  

 齢
の
化
の
の
 

高
音
韻
へ
と
 

し
 齢
の
待
 護
 

ら
高
援
虐
介
 

暮
症
 支
考
 と
 

 
 

 
 

Ⅱ
№
Ⅲ
 

@
 

｜
 

一 「 一 



    

1 4 サービスの質の 確保・向上 

・指定 取消 事業者の増加 
など質の確保が 課題 
・利用者によるワービスの 
選択を通じた 質の向上 
・実効あ る事後規制ルール 
・ケアマネジメントの 松平   
公正の確保 

(]) 福報開示の標準化 
介護 サー ピス事業者に 事業所情報のな 表を義務付け 
(2) 事業者規制の 見直し 
指定の更新制の 導入、 欠格要件の見直し 等 
(3) ケアマネジメントの 見直し 
ケ ア マネジャ一の 資格の更新制の 導入、 研修の義務 ヒ等 

    

5 負担の在り方・ 制度運営の見直し 

山裾 ] 号保珪 料の見直し 
の 設定方法の見直し 
低所得者に対する 保険料軽減など 負担能力をきめ 
細かく反映しに 保険料設定に ( 政令事項 コ   低所得者への 配慮 
②徴収方法の 見直し   利用者の利便性の 向上 
特別徴収 ( 年金からの天引き ) の対象を遺族年金、   市町村の事務負担の 
障害年金へ拡大 軽減 
特別徴収対象者の 把握時期の複数回 化   より主体性を 発揮した 
(2) 要介 譲 認定の見直し 保険運営 
・申請代行、 委託調査の見直し 

(3) 市町村の保険 舌 機能の珪化 
・都道府県知事の 事業者指定に 当たり、 市町村長の 
関与を強化 
・市町村長の 事業所への調査権 限の強化 
・市町村事務の 外部委託等に 関する規定の 整備 

6 被保険者・受給者の 範囲 ( 附則検討規定 ) 

政府は、 介護保険制度の 被保険者及び 保険給付を受けられる 者の範囲について、 
社会保障に関する 制度全般についての 一休的な見直しと 併せて検討を 行い、 平成二 
十一年度を目途として 所要の措置を 講ずるものとする。 

1 7 その他 

(1) 「痴呆」の名称を「認知 症 」 へ 変更 
(2 湊護 老人ホーム，在宅介護支援センタ 一に係る規定の 見直し 
(3 附会福祉施設職員等退職手当共済制度の 見直し 
介護保険適用施設等への 公的助成の見直し、 給付水準等の 見直し   

      

Ⅱ 施 イ寸期日 平成「 8 年 4 月 ] 日 
7(1) の「痴呆」の 名称の見直しについては 公布目施行、 2 の「施設給付の 見直し」については 平成 
]7 年「 0 月施行、 5(lX ②の特別徴収対象者の 把握時期の複数回化については 平成 18 年 10 月施行 

__@r)@__ 



介護保険法施行法の 一部を改正する 法律案 ( 概要 ) 

I 現行の経過措置 
0  対象者 
介護保険法の 施行日 ( 平成 12 年 4 月 ] 日 ) 前に市町村の 措置に 
より特別養護老人ホームに 入所していた 者 

0  負担軽減措置の 内容 
利用料と食費の 合計額が法施行双の 費用徴収額を 上回らない 
よう利用料、 食費の負担を 軽減 

（ 

利用料 屯拓 三挺三 % 、 10% 
食 費 :0 ～ 3 ㏄     300n 、 5 ㏄   、 780 円Ⅰ 日 

） 

0  実施期間 
法施行後 5 年間 ( 平成 17 年 3 月 31 日まで ) （ Ⅱ現在の状況及び 改正の内容 ） 

現在の状況 

経過措置終了で 負担増となる 者が依然として 約 6 万 8000 人 ( 特 
別養護老人ホーム 入所者の約 2 割 ) 見込まれる。 
介護保険法施行双に 市町村の措置により 特別養護老人ホームに 
入所したこれらの 者の多くは所得が 低く、 経過措置終了に 伴う負担増 
により施設利用の 継続が困難となることも 考えられる。 

改正の内容 

Ⅰ
：
 

  現行の負担軽減措置の 実施期間をさらに 5 年間延長する。 
    Ⅰ
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民間事業者による 老後の保健及び 福祉のための 総合的 
施設の整備の 促進に関する 法律 (wAc 法 ) の一部改正 
一地域介護・ 福祉空間整備等交付金 ( 仮称 ) の創設一 

Ⅹ 本 改正は、 「国の補助金等の 整理及び合理化等に 伴う国民健康 
保険法等の一部を 改正する法律案」の 中で一括改正 

1 改正の内容 
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0  市町村内の生活圏域を 単位として、 地域密着型サービス 拠点、 介護予防拠 
点等の整備として 市町村が定める「市町村整備計画」が 、 国が定める基本方 
針に照らし適当なときは、 国は、 市町村に対して 交付金を交付。 

( 対象事業 ) コ 省令事項 
・地域密着型のサービス 拠点 
小規模多機能型居宅介護事業、 認知 症 高齢者グループホーム、 
小規模特別養護老人ホーム 等 

・介護予防拠点、 
・地域包括支援センタ 一 など 
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0  特別養護老人ホーム 等の整備や、 既存施設の改修などを 内容として都道府 
県が定める「施設生活環境改善計画」が 、 国が定める基本方針に 照らし適当 
なときは、 国は、 都道府県に対して 交付金を交付。 

( 対象事業 ココ 省令事項 
・特別養護老人ホーム、 老人保健施設、 ケアハウス ( 特定施設入所者生 
清介護の指定を 受けるもの ) 、 養護老人ホーム など 
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